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重点戦略第１章

　これまで取り組んできた待機児童の解消、医療費助成、妊婦健康診査助成、子どもの屋内での遊び
場確保など、妊娠、出産、子育ての切れ目ない支援を行い、安心して子どもを産み育てることのでき
るまちづくりを推進します。
　また、次代を担う子どもの健やかな成長と子どもが未来に向かって希望を持ち、一人ひとりが持つ
能力を最大限伸ばしていくことができるよう、確かな学力の向上や白石でしか学べない特色ある教育
に取り組むとともに、子育てと子育て支援を通じて人々がつながり、地域ぐるみで子どもを育み、子
育て家庭を支えるまちづくりを推進します。

方向性 関連する主な取組

基礎・基本学力の向上
1-1-1	 夢と志を持ち、可能性に挑戦するために

必要となる力の育成
1-1-3	 教育政策推進のための基盤整備

基礎体力の向上
1-3-1	 団体・組織などの育成・活動支援
1-3-3	 スポーツ環境の整備

まちへの誇りと愛着を持つ児童・生徒の育成
1-4-2	 歴史遺産・伝統文化の次代への継承
2-3-3	 まちづくり宣言の実現への支援
5-6-4	 ※シビックプライドの醸成

特色ある教育の推進

1-1-1	 夢と志を持ち、可能性に挑戦するために
必要となる力の育成

1-2-1	 地域の人材を活用した子どもの学習機会
の充実

1-4-3	 歴史遺産・伝統文化の価値を再認識する
機会の創出

安心して出産・子育てができる環境の充実
3-2-3	 妊娠期からの切れ目のない包括的な支援

の充実と子どもの健康の確保
3-2-4	 安心して子育てができる環境の整備

次世代を担う子ども輝き戦略重点戦略1
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目 標

市民アンケート

市民アンケート

市民アンケート

市民アンケート

子どもの教育環境の満足度（満足、まあ満足）の割合

子育て支援の満足度（満足、まあ満足）の割合

子どもを産みやすい環境（産みやすい、どちらかというと産みやすい）と思う割合

子どもを育てやすい環境（育てやすい、どちらかというと育てやすい）と思う割合

令和元年度  15％　➡　 令和 7 年度  30％　➡　 令和 12 年度  40％

令和元年度  16％　➡　 令和 7 年度  30％　➡　 令和 12 年度  40％

令和元年度  12％　➡　 令和 7 年度  20％　➡　 令和 12 年度  30％

令和元年度  32％　➡　 令和 7 年度  40％　➡　 令和 12 年度  50％

こけしの絵付け体験

地域子育て支援センター さんさんるーむ
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　人口減少・少子高齢化のさらなる進行に対応し、地域の実情に応じた持続可能なまちづくりを推進
するため、地域づくりへの支援を通して、地域が抱える課題の共有、話し合いの場の創出や地域によ
る主体的な活動を牽引するリーダーの育成に取り組み、地域自らが考え、決め、実行する地域住民主
体の地域づくりを推進します。
　また、地域社会環境が変化し、一人ひとりが抱える課題や困りごとが多様化・複合化する中、女性・
高齢者が活躍できる場の整備や※NPO・ボランティア団体による活動の活性化、多職種連携による包
括的な支援体制の構築・強化などに取り組み、地域ぐるみで寄り添い、支えるまちづくりを推進します。

方向性 関連する主な取組

地域における多様な交流・連携による支え合い
の体制づくり

2-1-2	 	地域単位での互助・共助の仕組みづくり
4-3-1	 防災意識の向上

地域課題の把握・共有
2-1-3	 	ライフスタイルに適したコミュニティの

形成支援
2-3-2	 市民との対話の重視

地域を牽引する人材（リーダー）の育成
2-2-1	 	まちづくり協議会の機能及び経営基盤の

強化
2-2-2		 地域マネジメントをリードする人材育成

地域づくり計画の策定、推進支援
2-3-1	 協働の地域づくりを推進するための体

制・環境整備
2-3-3	 まちづくり宣言の実現への支援

女性・高齢者が活躍できる場の整備

3-3-1	 生きがいづくり・介護予防の推進
4-1-2	 消防力強化の推進
5-5-4	 多文化・多世代の共生、多様性を認め合

う取り組み

自主防災組織の強化、地域防災力の向上
3-1-3	 地域による支え合いの体制づくり
4-3-2	 自主防災組織の育成支援

住民主体の地域づくり戦略重点戦略2
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目 標

地域づくりを担う人材の育成

市民アンケート

地域での支え合いの満足度（満足、まあ満足）の割合

令和 7 年度  5 地区　➡　 令和 12 年度  全地区

令和元年度  30％　➡　 令和 7 年度  40％　➡　 令和 12 年度  60％

地域での植栽活動

白石市総合防災訓練
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　白石温麺や弥治郎こけしをはじめとした特産品や城下町としての街並み、受け継がれてきた歴史、
伝統、文化、蔵王連峰をはじめとする美しい山並みと自然環境など、白石らしさのさらなる魅力向上、
ブランド化を推進します。
　また、これまで気づかなかった魅力の発掘・再発見や多様な分野、異業種などの連携による新たな
価値が創造される環境づくりに取り組み、本市の持つ強みや地域ごとの個性を磨きながら市民一人ひ
とりがまちへの誇りと愛着を持って暮らしていくことができるまちづくりを推進します。
　さらに、本市の持つ魅力を効果的に発信し、付加価値の高い魅力ある産業振興と交流人口や関係人
口の拡大を図ります。

方向性 関連する主な取組

まちの魅力の発掘・再発見

1-4-3	 	歴史遺産・伝統文化の価値を再認識する
機会の創出

1-4-4	 	歴史遺産・伝統文化を体感できる環境の
整備

6-1-3	 	自然に親しむ場、機会の充実

自然・歴史・伝統・文化の継承、魅力向上
1-4-5	 	歴史遺産・伝統文化を活用したまちづく

りの推進
5-3-1	 	観光資源の整備・活用

白石城・しろいし S
サ ン パ ー ク
unPark を活用した賑わいづ

くり

3-2-4	 安心して子育てができる環境の整備
5-2-5	 特産品・伝統産品の振興
5-3-3	 インバウンドの推進

農商工連携、六次産業化による農産物などの高
品質化、高付加価値化

5-1-2	 農林産物の高付加価値化
5-1-4	 販路拡大への支援

魅力ある景観の形成
6-1-1	 自然環境・自然景観の保全
6-4-2	 美しい景観の形成
6-4-4	 計画的な土地利用の推進

まちの魅力づくり戦略重点戦略3
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目 標

市民アンケート

市民アンケート

市外からの移住世帯数（定住促進事業申請者）

住みやすさの満足度（満足、まあ満足）の割合

本市に住み続けたい（ずっと住み続けたい）と思う割合

令和元年度  47％　➡　 令和 7 年度  55％　➡　 令和 12 年度  60％

令和元年度  27％　➡　 令和 7 年度  35％　➡　 令和 12 年度  40％

令和元年度  39 世帯　➡　 令和 7 年度  60 世帯　➡　 令和 12 年度  80 世帯

しろいし S
サ ン
un P

パ ー ク
ark

移住交流サポートセンター「1
ト ー ク ワ ン
09-one」
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　10年後、20年後の将来にわたり持続可能なまちとなるよう、本市が持つ大きな強みの一つである
高速交通網に加え、スマートインターチェンジの整備と周辺への工業団地の造成など、新たな都市基
盤の計画的な整備を推進し、市民の利便性の向上を図るとともに、基幹産業である製造業の支援や新
たな企業誘致による働く場の創出、観光振興、中心市街地の賑わいの創出、防災力の強化などにより、
持続可能なまちづくりを推進します。

方向性 関連する主な取組

災害時における安定的な輸送の確保 4-1-3	 社会基盤・住宅などの耐震化の推進

防災力の強化 4-1-4	 防災力強化の推進

観光振興・賑わいの創出

5-3-1	 観光資源の整備・活用
5-3-4	 広域観光の推進
5-3-5	 観光推進体制の構築・強化
5-3-6	 新たな賑わい拠点の整備

企業支援及び新規企業誘致による働く場の創出
5-2-1	 製造業を中心とした企業誘致活動の推進
5-4-2	 雇用の創出
5-4-5	 就労・創業支援

未来につなぐ新しい価値の創造拠点形成 6-3-1	 スマートインターチェンジの整備・活用
推進

輝く未来地図戦略重点戦略4
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目 標

市民アンケート

働く場の創出

観光客入込数

本市での働きやすさの満足度（満足、まあ満足）の割合
令和元年度  13％　➡　 令和 7 年度  20％　➡　 令和 12 年度  30％

令和３年度から令和７年度  20 人分　➡　 令和８年度から令和 12 年度  30 人分

令和元年  1,198,379 人　➡　 令和 7 年  1,300,000 人　➡　 令和 12 年  1,500,000 人

「（仮称）白石中央スマートインターチェンジ整備事業」予定地
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分野目標ごとの施策の方向第 2 章

現状と課題
　人口減少、グローバル化の進展、※超スマート社会の到来など、社会の大転換期を生き抜いていくた
めに必要な力を本市の子どもたちに身に付けさせることが不可欠です。
　本市では、地域資源を活用しつつ、総合的な学習の時間などで特色ある教育を推進するとともに、
海外への中学生の派遣やデジタル教科書・タブレットの導入など、※国際理解教育、情報教育の推進を
図っています。
　また、少子化に伴う児童生徒数の減少、施設の老朽化などを見据えながら、限られた資源の中で教
育の効果を最大限に生かす工夫が求められています。

施策の方向性
　生涯にわたる一人ひとりの可能性を最大化するため、確かな学力や豊かな心、健やかな体の育成を
図ります。
　また、経済的条件や地理的条件、障害の有無などにかかわらず、教育を受ける機会の提供を引き続
き行っていくとともに、児童生徒の安全を確保する体制の構築を推進します。
　併せて、人口減少や少子高齢化の進行、超スマート社会の到来など、社会構造の急速な変化に対応
した学校のあり方の検討や基盤整備を行います。

成果指標

指　標 現状値
（令和元年度）

中間値
（令和 7年度）

目標値
（令和 12年度）

全国学力・学習状況調査
の平均正答率

小学校　
　国語 62.0％	（64.0％）
　算数 62.0％	（66.7％）
中学校
　国語 66.0％	（73.2％）
　数学 51.0％	（60.3％）
　英語 46.0％	（56.5％）

全国平均以上 全国平均以上

人・文化を育む分野目標1

１- １　学校教育の充実
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指　標 現状値
（令和元年度）

中間値
（令和 7年度）

目標値
（令和 12年度）

全国体力・運動能力、運
動習慣等調査の点数

小学校	 男子 52.52（53.61）
	 女子 54.41（55.59）
中学校	 男子 40.55（41.56）
	 女子 49.68（50.03）

全国平均以上 全国平均以上

学校は楽しいと思う児童
生徒の割合

小学校　86.4％（85.8％）
中学校　74.5％（81.9％） 全国平均以上 全国平均以上

・現状値の欄の（　）は、全国平均の数値。

主な取組

取　組 取組の内容

1-1-1
夢と志を持ち、可能性に挑戦す
るために必要となる力の育成

○関係機関との連携・協働により、学力向上のための取組を推進します。
○「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善に取り組みます。
○外国語・国際理解教育やプログラミング教育など新しい時代に応じた
教育を推進します。

1-1-2
学びのセーフティネット構築

○特別支援学級等支援員を配置し、一人ひとりの状況に応じた※特別支
援教育の充実を図ります。

○※スクールカウンセラーの配置や※スクールソーシャルワーカーの活
用などにより、児童生徒及び保護者に寄り添った相談支援に努めると
ともに、いじめ、不登校対策の強化を図ります。

○就学にかかる経済的負担の軽減を図ります。

1-1-3
教育政策推進のための基盤整備

○ ICT利活用に向けた教育環境の計画的な整備を推進します。
○児童生徒の減少に対応した学校の適正配置のために、再編・統廃合な
どを検討します。

関連 SDGs

小学校の授業風景
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現状と課題
　家族構成の変化や共働き世帯の増加、近隣関係の希薄化などを背景に、家庭や地域の教育力の低下
が指摘されており、教育力を向上させるための取り組みが必要になっています。
　本市では、地域・家庭・学校が連携・協働して地域の子どもを育む地域学校協働活動を推進しており、
学校で行う校内外の活動を補助する学校支援や各種団体による様々な体験活動などを通じた青少年健
全育成、※家庭教育支援チームによる子育て・家庭教育のサポートなどを行っています。
　また、子どもたちの安全・安心な放課後の居場所を確保し、異年齢の交流を目的とした放課後子ど
も教室を行っています。この教室での体験活動を通して、子どもたちの自主性・創造性を育みます。
　今後は、市民及び学校への周知と理解促進を図りながら、活動の担い手であるボランティアなどの
育成・確保に努め、活動の充実を図っていく必要があります。

施策の方向性
　地域・家庭・学校が協働して子どもを育てる地域学校協働活動を推進し、様々な知識や経験、技術
などを持つ地域の人材を活用しながら、多様な体験・交流活動を通じて地域ぐるみで子どもを育むこ
とで、地域全体の教育力の向上と地域の活性化を図ります。

成果指標

指　標 現状値
（令和元年度）

中間値
（令和 7年度）

目標値
（令和 12年度）

学校支援ボランティア活
動回数 1,174 回 1,237 回 1,291 回

放課後子ども教室参加者
の満足度

93％
（平成 30年度）

95％ 98％

１- ２　地域・家庭の教育力の向上

ジュニアリーダー研修会
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主な取組

取　組 取組の内容

1-2-1
地域の人材を活用した子どもの
学習機会の充実

○地域学校協働本部を中心に、地域学校協働活動を推進し、学校では行
えない体験活動、学校で行う校内外活動の補助など、地域ぐるみで子
どもを育み、教育力の向上に努めます。
○地域学校協働活動の推進のため、学校支援をはじめ、学校・地域・家
庭などとの連携を強化するために地域コーディネーターを配置しま
す。
○図書館ボランティアなどによる読書の推進と読書機会を提供します。

1-2-2
青少年健全育成の推進

○地域・家庭・学校の密接な連携により、青少年育成活動と青少年の社
会参加を推進します。
○ジュニアリーダーの育成と活用を図り、地域ぐるみで子ども会の活性
化と世代間交流活動を推進します。

1-2-3
家庭教育支援の充実

○家庭教育支援チームとの連携により、親の「学び」と「育ち」のため
の支援と組織の充実を図ります。
○親子のふれあい交流事業の拡充、子育ての悩みや不安などの相談、学
習の場の提供に努めます。
○「家庭の日」の浸透を図りながら、家族団らんの工夫や子どもの家事
分担などを基本にした教育の推進を図ります。

1-2-4
放課後子ども教室の充実

○※放課後子ども教室コーディネーターを配置し、各教室への指導・助
言及び学校・放課後児童クラブとの連携体制を構築します。
○地域の伝統行事などの体験プログラムを提供し、子どもたちの自主性・
創造性を育みます。
○研修会・情報交換会を実施し、安全・安心な居場所づくりに努めます。

関連 SDGs

放課後子ども教室
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現状と課題
　豊かな社会生活を送るうえで、一人ひとりが自らの興味や関心、体力に応じて学び、スポーツに親
しむことは重要です。このような活動を通じた交流やつながりは、地域づくりを推進していくうえで
大きな役割を果たすため、幅広い参加を促進していく必要があります。
　本市では、公民館やホワイトキューブなどの生涯学習・スポーツ施設を拠点として、関係団体との
連携・協力により各種講座やイベントを展開しているほか、白石市生涯学習フェスティバル事業、し
ろいし蔵王高原マラソン大会をはじめとした各種スポーツ大会などを開催し、多くの方々が参加して
います。
　今後は、各種講座やイベントなどの内容や参加者が固定化してきているため、市民ニーズの把握に
努め、内容の創意工夫や周知を図っていく必要があります。
　また、近年、個人や地域が抱える課題は多様化・複雑化・専門化しています。安全・安心な生活を
守り続けるためには、地域住民が主体となって課題の解決に向けた行動につなげていけるような共同
学習（住民自治の再構築）を支援していくことが大切です。
　さらに、東京オリンピック・パラリンピックを契機とし、スポーツに関心を持ち、親しむ人を増や
していくことが重要です。

施策の方向性
　関係団体との連携・協力により、市民ニーズに応じた講座などの開催に努めるとともに、生涯学習・
スポーツに対する意識啓発や効果的な情報発信、生涯学習施設の整備・充実を図り、幅広い市民の参
加を促進します。
　また、講座などを通じて市民が主体的に参加できる生涯学習活動、スポーツ活動、交流活動、地域
活動の実施に努めます。
　さらに、生涯学習では市民が抱える課題や地域の課題に対し、気づき、仲間と共に学び、解決方法
を考えて実施する過程を通し、市民の自己成長を育めるような共同学習を支援します。

成果指標

指　標 現状値
（令和元年度）

中間値
（令和 7年度）

目標値
（令和 12年度）

課題解決型の共同学習に
取り組む地区数 3地区 6地区 全地区

スポーツ少年団加入率 13.7％ 14.0％ 14.2％

１- ３　生涯学習・スポーツの推進
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主な取組

取　組 取組の内容

1-3-1
団体・組織などの育成・活動支援

○白石市体育協会や白石市スポーツ少年団を中心とするスポーツ団体の
活動支援に努めます。
○スポーツ指導者（スポーツ推進委員及び有資格・ボランティア指導者）
の育成強化を図ります。

1-3-2
講座・教室・イベントなどの開催

○講座などの内容を定期的に見直し、市民ニーズを捉えた開催に努め
ます。
○住民参画による自己成長の促進と、自己肯定感を高めるような講座の
開催に努めます。
○市民体育大会、しろいし蔵王高原マラソンなど市民参加型のイベント、
スポーツ大会を開催します。
○※生涯スポーツ、コミュニティスポーツの普及振興を図ります。
○学校、地域におけるスポーツ活動を推進します。
○スポーツを観る機会の充実を図ります。
○大学と連携し、健康づくり、スポーツ振興に取り組みます。

1-3-3
スポーツ環境の整備

○ライフステージに応じたスポーツ活動の環境づくりとスポーツに関
する情報を提供し、市民の興味・関心に応じたスポーツ活動を促進
します。

○既存施設の整備及び効率的な運用を図ります。
○※総合型地域スポーツクラブの創設を検討します。
○スマートインターチェンジの周辺に市民の健康づくりや生涯スポーツ
振興のための施設の整備を検討します。

1-3-4
生涯学習環境の整備

○白石市生涯学習フェスティバル事業を通して、市民ニーズに応じた生
涯学習活動を促進する環境を整備します。

○市及び地区公民館の生涯学習にかかわる職員の専門性を高め、共同学
習活動をコーディネートしていきます。

○住民自治の向上のため、市民のライフステージに合わせた課題や暮ら
しの中で抱える地域課題の解決に向けた共同学習を支援します。

○図書館を市民の生涯学習の場として、資料や情報、学習機会を提供し
ます。

関連 SDGs

ニュースポーツ「シャフルボード」
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現状と課題
　本市には、伊達家の重臣片倉小十郎公の居城であった白石城をはじめ、貴重な※歴史遺産が残されて
います。これらは観光やまちづくりなどの面でも本市の魅力を発信できる重要な資源ですが、散逸・
滅失・毀損が課題となっています。
　また、次代を担う子どもたちへの歴史遺産・伝統文化に対する理解を深めていくことは、まちへの
誇りや愛着の醸成につながります。今後は、現代に受け継がれる地域の歴史解明のための継続的な調
査及び資料収集に取り組むとともに、これらの歴史遺産・伝統文化を活用できる場の創出や展示施設
の整備が必要です。
　さらに、保護・保存を原則としながらも、まちづくりの視点から歴史遺産・伝統文化を地域資源と
して活用していくための体制を構築していくことが重要です。

施策の方向性
　将来を見据え、貴重な歴史遺産やまちの伝統文化を次代に伝えていくための取り組みを推進すると
ともに、歴史遺産を公開・活用することを通して地域の歴史文化への関心を高めます。このことにより、
歴史遺産・伝統文化の存続しやすい環境をつくり、市民のまちに対する誇りと愛着を醸成し、よりよ
いまちづくりにつなげていきます。

成果指標

指　標 現状値
（令和元年度）

中間値
（令和 7年度）

目標値
（令和 12年度）

ワークショップ・講座な
どの開催回数 0回 6回 10回

地域の歴史文化を紹介す
る講演会の開催回数 3回 3回 3回

広報しろいし・市公式サイ
トなどへの記事掲載回数

1回 12回 20回

１- ４　歴史遺産・伝統文化の継承と活用
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主な取組

取　組 取組の内容

1-4-1
歴史遺産・伝統文化の保護と記
録化の推進

○歴史遺産・伝統文化の調査及び記録作成、デジタル化を推進します。
○歴史遺産の収集・保管を行うとともに、その散逸・滅失・毀損の防止
に努めます。

1-4-2
歴史遺産・伝統文化の次代への
継承

○地域の貴重な歴史遺産を調査研究し、文化財指定・登録を推進します。
○歴史遺産・伝統文化の継承団体・技術保持者や所有者への支援を行い
ます。
○伝統文化の継承のため、子どもたちへの普及事業を実施します。
○歴史遺産の防災・減災対策を推進します。

1-4-3
歴史遺産・伝統文化の価値を再
認識する機会の創出

○白石城などで歴史文化を伝える教育普及活動の実施・協力や学習機会
を提供します。
○学校教育と連携し、地域の歴史文化を学ぶ取り組みを推進します。
○古典芸能伝承の館（碧水園）を活用し、古典芸能、茶道などの伝統文
化の普及と伝承を図ります。

1-4-4
歴史遺産・伝統文化を体感できる
環境の整備

○伝統文化を伝える博物館などの建設に向けた整備を推進します。
○歴史的建造物や景観、文化財、史跡、天然記念物などの保全・整備を
推進します。
○歴史や伝統文化を体験できる機会を提供します。

1-4-5
歴史遺産・伝統文化を活用した
まちづくりの推進

○歴史遺産・伝統文化を地域資源として公開し、活用します。
○各種媒体を用いて市内外へ歴史遺産・伝統文化の魅力を発信するとと
もに、課題を共有します。
○関係機関・団体・NPOなどと連携し、文化財を保護・活用する体制
の構築や担い手の育成を図ります。
○クラウドファンディングなどの多様な資金の活用を検討します。

関連 SDGs

碧水園講座生発表会
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現状と課題
　現在の地域社会に適した互助・共助・コミュニティ活動の充実が求められる中、人材不足や人と人
とのつながりの希薄化により、さらなる互助・共助の推進やこれまで同様の仕組みの継続が困難になっ
ています。
　市民に身近なコミュニティである自治会やまちづくり協議会は、時代とともに変化する市民の※ライ
フスタイルへの対応や、さらなる互助・共助の活性化のため、事業や運営方法などを継続して検討し
ていくことが求められています。
　また、市は、自治会やまちづくり協議会への効果的な支援方法の検討が必要です。

施策の方向性
　市と自治会、まちづくり協議会が連携して、身近なコミュニティである自治会やまちづくり協議会
の機能の再確認と強化を図るとともに、地域単位での互助・共助の仕組みづくりやライフスタイルに
適したコミュニティの形成を図ります。

成果指標

指　標 現状値
（令和元年度）

中間値
（令和 7年度）

目標値
（令和 12年度）

※	第２層生活支援コーディ
ネーターの配置地区数 5地区 7地区 全地区

※通いの場の活動地区数
　（週 1回以上活動） 6地区 7地区 全地区

みんなで地域づくりを進める分野目標2

２- １　これからの時代に対応したコミュニティの形成
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主な取組

取　組 取組の内容

2-1-1
自治会機能の再確認と強化

○研修会、情報提供などにより、自治会の役割の必要性を再確認する普
及啓発を図ります。
○自治会の機能再編に向けて支援します。

2-1-2
地域単位での互助・共助の仕組
みづくり

○分野横断による日常的な支え合いの仕組みを構築します。
○多様な主体の連携による地域共生社会の実現に向けた取り組みを推進
します。

2-1-3
ライフスタイルに適したコミュ
ニティの形成支援

○住民同士の交流密度を高める取り組みを支援します。
○コミュニティ活動の活性化に向けた多様な参画機会を創出します。

関連 SDGs

住民同士の話し合い
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現状と課題
　人口減少や都心部への人口集中により税収の減少が懸念される一方、高齢者の増加に伴う社会保障
費の増加やインフラの老朽化による建て替え・更新などの費用の増加が見込まれます。加えて、財源
や職員数の減少により、行政力の低下が懸念されます。
　本市が持続可能なまちであり続けるためには、住民・地域の力を最大限に発揮できる仕組みや環境
を整えていくことが重要です。
　本市では、自治会や各地区のまちづくり協議会が、市と連携して持続可能な地域づくりを進めてい
ますが、変化していく課題に対応できる自治会、まちづくり協議会の体制を検討する必要があります。

施策の方向性
　自治会やまちづくり協議会が行う機能及び経営基盤の強化の推進を支援します。
　また、地域おこし協力隊や生活支援コーディネーターなど地域マネジメントをリードする人材育成
に努めます。
　さらに、多機能型自治を促進するための研修会の開催や関係者の相互交流機会の創出を図ります。

成果指標

指　標 現状値
（令和元年度）

中間値
（令和 7年度）

目標値
（令和 12年度）

※ふるさと納税における地
域団体の御礼品の件数 0件 3件 9件

各種研修会の開催回数 0回 2回 2回

相互交流会の実施回数 0回 2回 2回

２- ２　持続可能な多機能型自治の形成
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主な取組

取　組 取組の内容

2-2-1
まちづくり協議会の機能及び経
営基盤の強化

○多機能型自治の形成に向けたまちづくり協議会の運営基盤の強化を支
援します。
○まちづくり協議会の自主財源の確保を支援します。
○地域住民のニーズに基づいた効果的な事業の推進を支援します。

2-2-2
地域マネジメントをリードする
人材育成

○次世代の地域づくりを担う人材の育成に努めるとともに、その積極的
な登用を図ります。
○※集落支援員の制度活用を検討します。

2-2-3
多機能型自治を促す学び合い・
磨き合いの場の創出

○多機能型自治の理解を深めるための各種研修会を開催します。
○地域間の相互交流機会の創出を図ります。

関連 SDGs

地域おこし協力隊によるモノづくり体験

地区公民館合同研修会
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現状と課題
　まちづくりを推進するためには、地域自らが考え、決め、実行するような主体的な参画が重要です。
しかし、市民の力を最大限に生かすための環境が整備されていないため、市民参画や協働のための仕
組み、市政運営などを定めたまちづくりに関する基本ルールを整備する必要があります。
　また、各地区には、まちづくり宣言を実現するための※地区計画がないために、まちづくり交付金を
有効に活用できていない地域が見受けられます。協働のまちづくりの観点から、市民の力を最大限に
発揮できる新たな支援制度を整備する必要があります。

施策の方向性
　まちづくり基本条例の制定や広域的な※中間支援組織の設置検討、市民と行政との対話機会の拡充な
ど、協働のまちづくりを推進するための体制・環境整備に取り組みます。
　また、市民団体の経営力を高めるための支援や多様な協働を促すコーディネート機能の強化を図る
とともに、各地区のまちづくり宣言の実現を支援します。

成果指標

指　標 現状値
（令和元年度）

中間値
（令和 7年度）

目標値
（令和 12年度）

市民活動支援センターの
総使用件数 319件 335件 350件

地区計画の策定件数 0地区 3地区 全地区

２- ３　協働のまちづくりの推進
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主な取組

取　組 取組の内容

2-3-1
協働の地域づくりを推進するた
めの体制・環境整備

○まちづくり基本条例の制定に取り組みます。
○官民双方での支援体制の構築を図ります。
○各種制度・委託事業の見直し・統合による効果的な支援制度を構築し
ます。
○市民と行政をつなぐ中間支援組織や専門家の導入・活用・連携を図り
ます。

2-3-2
市民との対話の重視

○対話の場のあり方を検討し、対話重視のまちづくりを推進します。
○オンライン会議や意見交換の場の創出など、多様な手段による対話機
会の拡充を図ります。

2-3-3
まちづくり宣言の実現への支援

○各地区のまちづくり宣言実現のための地区計画策定を支援します。
○地域力・市民力が向上するまちづくり交付金の活用を促進します。

2-3-4
市民団体の経営力を高めるため
の支援

○市民団体の経営基盤拡充に向けた研修会の開催や専門家を派遣し支援
します。

2-3-5
多様な協働を促すコーディネー
ト機能の強化

○市民活動支援センターの再編及び機能強化を図ります。

関連 SDGs

まちづくり宣言策定のために実施した住民アンケート調査
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現状と課題
　市民に対する情報発信は、広報しろいしやホームページで行っていますが、パソコンやスマートフォ
ンの普及により、市民の情報収集手段が多様化しています。特に災害などの緊急時に、より迅速に多
くの市民・関係者に情報を伝える手段として SNSなどの活用が求められています。今後は、市民ニー
ズに合わせた多面的な情報の発信方法を検討し、対応する必要があります。
　さらに、交流人口や関係人口の拡大に向けて、本市の魅力を発信する手段として、SNS などを効果
的に活用することが重要です。

施策の方向性
　従来の紙媒体による広報紙の発行に加え、SNS など様々な媒体を活用し、定期的な情報発信を効果
的に行うとともに、新しいツールの導入を検討します。
　また、市民が積極的に市政に参加し、意見を出すことができる多様な機会の充実を図ります。

成果指標

指　標 現状値
（令和元年度）

中間値
（令和 7年度）

目標値
（令和 12年度）

市ホームページの閲覧数 639,171 件 719,000 件 794,000 件

LINE、Facebook の友だ
ち数

2,171 件 6,800 件 10,800 件

２- ４　市民と行政の情報の共有化
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主な取組

取　組 取組の内容

2-4-1
定期的な市民への情報発信

○広報しろいし、ホームページ、Facebook、LINE、ユーチューブな
どあらゆる手法で情報を発信します。
○新しい情報発信のツールの導入を検討します。

2-4-2
市民の市政参加の推進

○定期的な市政懇談会を開催し、市民の声を直接聴取する機会の充実を
図ります。
○市民の市政参加における SNSなどの活用を検討します。
○分かりやすい市政情報の公開に努めます。

関連 SDGs

白石市公式 LINE
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現状と課題
　人口減少や少子高齢化による税収の減少、社会保障費の増加、公共施設の老朽化によるリスク・維
持管理費の増加などにより、不安定な財政状況に陥ることが懸念されます。
　特に建築から 20年以上が経過した公共施設は、全体の状況を把握し、長期的な視点を持って更新・
統廃合・長寿命化などを計画的に進めていく必要があります。

施策の方向性
　厳しさを増す地方財政の中で持続可能な行財政運営の推進のため、自主財源の確保に努めつつ、地
域の特性や抱えている課題を踏まえた重点的な施策の推進を図るとともに、効率的で効果的な事務事
業の実施を推進します。
　また、「白石市公共施設等総合管理計画」に基づいて策定する「個別施設計画」により、効率的で効
果的な公共施設の運営を実現します。

成果指標

指　標 現状値
（令和元年度）

中間値
（令和 7年度）

目標値
（令和 12年度）

経常収支比率 91.4% 91.0％ 90.0％

実質公債費比率 6.1％ 6.0％ 6.0％

ふるさと納税寄附金額 564,739 千円 600,000 千円 1,000,000 千円

２- ５　持続可能な行財政運営
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主な取組

取　組 取組の内容

2-5-1
自主財源の確保

○ふるさと納税の活用とクラウドファンディングの導入を検討します。
○滞納整理の徹底、広域連携の推進、スマートフォン決済アプリなど、
新しいツールの導入により収納率向上を図ります。
○未利用市有地などの売却を促進します。

2-5-2
事務事業・補助金制度の見直し

○市の補助制度は、定期的な検証や見直しなどにより、ルールの策定・
徹底を図ります。
○※サマーレビューの導入を検討します。

2-5-3
適切な公共施設の運営

○公共施設の個別施設計画の推進と検証を行い、施設の規模及び配置の
適正化を図ります。

○公共施設を安全・安心に利用できるよう、効率的・計画的な施設の維
持管理に努めます。

2-5-4
広域連携の推進

○近隣市町村との連携を強化し、広域的な課題への対応や連携事業の実
施など、広域連携を推進します。

2-5-5
ICT の利活用

○ ICT の利活用を推進し、行政サービスの充実と行政事務の効率化を
図ります。

関連 SDGs

企業広告をラッピングした白石市民バス（きゃっするくん）
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現状と課題
　住民ニーズの多様化や業務の複雑化などにより、職員に求められる資質・能力は、より専門的なも
のとなっています。
　また、自然災害など多くの分野に対応できる職員を育成する重要性が増してきています。
　さらに、少子高齢化の進展に伴い、生産年齢人口が減少している中で職員の採用が難しく、職員の
確保が課題となっています。

施策の方向性
　地域社会を取り巻く環境の変化に迅速かつ的確に対応することができるよう、地域課題に柔軟かつ
総合的に対応できる組織運営や職員一人ひとりの資質・能力を向上させるための取り組みを推進する
とともに、適正な職員数の確保に努めます。

成果指標

指　標 現状値
（令和元年度）

中間値
（令和 7年度）

目標値
（令和 12年度）

職員の研修派遣人数 318人 365人 393人

２- ６　社会の変化に対応できる職員の育成・確保
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主な取組

取　組 取組の内容

2-6-1
職員の育成

○専門的職務能力向上のための外部研修の受講や研修会への自主参加を
促すような環境づくりに努めます。
○職員のコミュニケーションを向上させるための取り組みを検討しま
す。
○若手職員を中心に職員育成の強化に向け、※メンター制度などの導入
を検討します。

2-6-2
組織体制の整備

○庁内各課が抱える課題共有のための仕組みづくりや行政研修会などの
実施により、庁内各課との連携強化を図ります。
○業務ニーズに合った新規採用職員の確保とともに、適正な職員定数の
管理に努めます。

関連 SDGs

職員の窓口対応
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現状と課題
　少子高齢化の急速な進展や核家族化、経済状況の低迷に加え、社会環境が大きく変化している中、
すべての住民が住み慣れた地域で安心していきいきと暮らすために、住民主体の支え合いを中心とし
た地域福祉のさらなる推進が求められています。
　国は、支援の受け手と担い手との関係を超えた多様な主体による支え合いや、関係分野間の連携に
よる包括的な支援が行われる地域共生社会の実現を目指しています。
　本市においても「白石市地域福祉計画」の理念に基づき、様々な分野及び関係機関・団体との連携
による包括的な支援体制と地域全体で支え合う体制の構築を進めていく必要があります。

施策の方向性
　だれもが地域の中で安心して暮らせるよう、保健、医療、教育など様々な分野にかかわる行政、住民、
事業者などが互いに協力・連携することで、困りごとを抱えている人の状況を把握し、一人ひとりの
状況に寄り添った包括的な支援と地域ぐるみで見守り支え合う地域づくりを推進します。

成果指標

指　標 現状値
（令和元年度）

中間値
（令和 7年度）

目標値
（令和 12年度）

地域包括ケアシステムの構
築 未構築 構築 構築

第２層生活支援コーディ
ネーターの配置地区数 5地区 7地区 全地区

暮らしをともに支え合う分野目標3

３- １　地域福祉の推進
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主な取組

取　組 取組の内容

3-1-1
福祉の担い手の育成・確保

○福祉教育の推進や担い手の育成に向けた活動などを支援します。
○地域活動やボランティアへの参加を促進するために、情報発信や参加
しやすい仕組みづくりに取り組みます。
○民生委員・児童委員による相談支援活動や見守り・声掛け・訪問活動
を支援します。

3-1-2
包括的な支援体制の構築

○医療、福祉・介護、教育、住まい、社会参加、地域の支え合いが包括
的に確保された支援体制を構築します。

3-1-3
地域による支え合いの体制づく
り

○地域住民の福祉意識の醸成と交流を促進し、地域での連携・協働を行
いやすい環境づくりやきっかけづくりに取り組みます。
○災害発生時に迅速な安否確認や避難支援ができるよう※避難行動要支
援者名簿及び避難支援個別計画の作成・更新を行います。
○住民の互助活動を支援するとともに、重層的な生活支援やサービスの
提供体制の強化を図ります。

3-1-4
※生活困窮者支援の充実

○生活に困窮する市民に対して必要な保護を行い、最低限度の生活を保
障するとともに、自立の助長を図るため、適正な援助指導を行います。

○生活保護に至る前の段階で包括的な自立支援を行います。

3-1-5
権利擁護・虐待防止の推進

○障害や認知症などの理由により判断が十分にできない方に対して、相
談に応じて必要な情報を提供し、権利を適正に擁護する体制を推進し
ます。

○地域住民や関係者との連携を図り、虐待防止に向けた取り組みを行い
ます。

関連 SDGs



62

第
3
部
　
基
本
計
画

現状と課題
　子どもを取り巻く課題は多様化・複雑化しています。その中にはこれまでの児童虐待の問題に加え、
子どもの貧困など、担当部署のみの取り組みにとどまらず、他の機関や民間事業との連携も求められ
ており、それに向けて、妊娠期から家庭状況を包括的に把握する体制の整備が重要になっています。
　また、核家族化の進行や保護者の就業率の上昇に伴う保育ニーズを注視しつつ、施設の老朽化など
も考慮し、これからの公立保育園のあり方を整理する必要があります。
　さらに、子育て支援・多世代交流複合施設「こじゅうろうキッズランド」は多くの子育て家庭に利
用されており、今後も様々な体験や交流の機会が求められています。

施策の方向性
　すべての子どもの健やかな成長と安心して子どもを産み育てることができる環境づくりに向けて、
妊娠・出産期からの切れ目のない包括的な支援の充実を図ります。
　また、子どもたちの将来が生まれ育った環境に左右されることなく、貧困が世代を超えて連鎖する
ことのないよう、困難な状況にある家庭の実態の把握に努め、きめ細かな支援を行います。

成果指標

指　標 現状値
（令和元年度）

中間値
（令和 7年度）

目標値
（令和 12年度）

乳幼児健診受診者数（3歳
6カ月児健康診査受診率） 98.7％ 100％ 100％

待機児童数 26人 0人 0人

こじゅうろうキッズラン
ド来館者数

84,960 人 85,000 人 86,000 人

３- ２　子ども・子育て支援の充実

こじゅうろうキッズランド
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主な取組

取　組 取組の内容

3-2-1
幼児期の教育・保育の充実

○高まる保育ニーズを注視しつつ、民間事業者による保育園や認定こど
も園の整備を推進します。
○多様化する就労形態に応じた保育サービスの充実を図ります。

3-2-2
地域における子育て支援の充実

○すべての子どもが健やかに成長できるような地域ぐるみの支え合いを
推進します。
○紙媒体とインターネット双方のメリットを生かし、様々な子育て支援
施策の情報を発信します。

3-2-3
妊娠期からの切れ目のない包括
的な支援の充実と子どもの健康
の確保

○子育て世代包括支援センターの機能の充実を図り、妊娠・出産期から
子育て期までの包括的な支援を行います。
○母子保健分野と子育て支援分野が連携し、妊産婦・乳幼児の状況を継
続的・包括的に把握し、関係機関との連絡調整による切れ目のない支
援を提供することで、育児不安や虐待の予防を図ります。
○乳幼児健康診査や個別の訪問・相談などを通じ、発育・栄養の指導や
子どもの疾病・健康問題の早期発見と療育を支援します。

3-2-4
安心して子育てができる環境の
整備

○様々な体験・交流の機会の創出により、子どもたちの健全な心と体づ
くりに努めます。
○保護者の就労支援と子どもたちの放課後の居場所づくりや様々な体験
活動の取り組みを推進します。

3-2-5
子どもの貧困対策の充実

○家庭の経済的状況にかかわらず学習機会を確保し、就学・進学を支援
します。
○経済的に困窮している子育て家庭の生活支援、就労支援、経済的支援
を実施します。
○関係機関の連携により貧困の実態を把握し、必要な支援につなげるこ
とができる体制を構築します。

関連 SDGs

こじゅうろうキッズラントの大型遊具で遊ぶ子どもたち
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現状と課題
　全国的に高齢化が急速に進む中、本市においても 10年後には 65歳以上人口が占める割合が４割を
超えると推計されています。
　また、支援の担い手となる現役世代も減少していき、介護サービス需要がさらに増加・多様化して
いくことが見込まれます。
　さらに、高齢者のみの世帯、認知症高齢者が増加していく中で、それに応じたニーズも多様化して
いくことから、医療、介護、※介護予防、生活支援サービスを一体的に提供する体制づくりを推進しな
がら、地域共生社会の実現を目指していく必要があります。
　本市では、各地区に生活支援コーディネーターなどの設置を進めるとともに、住民主体の通いの場
での活動、活動を支えるボランティアの育成に取り組むことで、地域ぐるみで支え合いの輪が広がっ
ています。
　今後は、引き続き生活支援の充実が図られるよう、多様な主体との連携や地域の力を活用しながら
介護予防を推進し、高齢者が生きがいを持って元気に安心して暮らし続けることができる地域づくり
を推進していく必要があります。

施策の方向性
　認知症や介護が必要な状態になっても安心して暮らしていくことができるよう、一人ひとりの状況
に応じた包括的できめ細かな支援の充実を図るとともに、地域ぐるみで支え合う体制づくりを推進し
ます。
　また、高齢者が住み慣れた地域でいきいきと健康で元気に暮らすことができるよう、介護予防施策
を推進し、※健康寿命の延伸を図ります。

成果指標

指　標 現状値
（令和元年度）

中間値
（令和 7年度）

目標値
（令和 12年度）

通いの場への参加率
（週１回以上） 3.7％ 7.0％ 10.0％

要介護（要支援）認定者
認定率

17.4％ 17.9％ 19.0％

３- ３　高齢者福祉の充実
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主な取組

取　組 取組の内容

3-3-1
生きがいづくり・介護予防の推進

○高齢者の心身の健康を維持し、健康寿命の延伸を図るため、地域に根
ざした介護予防事業を推進します。
○高齢者が培ってきた豊かな経験や知識などを生かし、活躍できるよう
な支援及び基盤整備を推進します。
○地域における支え合いのボランティアなどの人材を育成し、地域活動
の支援を図ります。

3-3-2
日常生活支援の充実

○関係機関との連携を強化し、地域における高齢者などの見守り体制を
推進します。
○高齢者の生活の足を確保するため、行政だけではなく、住民やNPO
法人、社会福祉法人など多様な主体による施策を検討します。
○高齢者自身も支え手となって活躍するなど、多様な担い手づくりの体
制・仕組みの強化を図ります。

3-3-3
持続可能な介護保険制度の構築

○介護保険制度の理解促進につながる機会を確保します。
○適切で公平な要介護認定の推進のため、調査員の研修機会の確保、調
査票の点検を強化します。
○サービス事業者などに対する実地指導を強化し、サービスの質の向上
を図ります。

3-3-4
認知症にやさしい地域づくりの
推進

○認知症に対する正しい知識や具体的な対応方法などの普及・啓発を図
ります。
○住民に密着した身近な場所で、認知症の方やその家族が、地域住民・
専門家と気軽に相談や情報共有ができる場所づくりを推進します。
○認知症高齢者の早期発見・早期診断体制の充実や、認知症にかかわる
医療・福祉・介護の連携強化を図ります。

関連 SDGs
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現状と課題
　障がいのある人もない人も、だれもが住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるまちづくりを目
指していくためには、障害福祉サービスの充実やサービスを提供する事業所の整備、人材の確保・養
成を進めていくことが必要です。
　また、障がいのある人が施設での生活から地域での生活へスムーズに移行できるよう、地域住民と
の交流や障害に対する理解促進に努め、障がいのある人が安定して就労ができるよう障害者雇用への
理解周知と継続した支援が求められています。
　さらに、障害者差別解消法では、障がいのある人から何らかの対応を必要としているとの意思が伝
えられたときに、負担が重すぎない範囲で対応することが求められており、様々な場面において一人
ひとりの状況に応じた支援を促進していく必要があります。
　加えて、障がいのある人の悩みや問題について解決する相談体制や情報の提供など総合的に対応で
きるネットワークづくりの整備が求められています。

施策の方向性
　障がいのある人が地域社会の中で安心して暮らし続けられるよう、障害の状況に応じたきめ細かな
福祉サービスの充実を図るとともに、多分野連携による包括的な支援体制の構築と障がい者を支える
専門的人材の確保に努めます。
　また、一人ひとりの個性や能力が発揮され、活躍できる地域社会づくりに向けて、教育的ニーズに
応じた支援の充実や※合理的配慮の提供を促進しつつ、社会参加や就労の場の充実に努めます。

成果指標

指　標 現状値
（令和元年度）

中間値
（令和 7年度）

目標値
（令和 12年度）

※成年後見制度利用数 0人 1人 2人

地域生活支援拠点の整備 未整備 整備 整備

３- ４　障がい者福祉の充実
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主な取組

取　組 取組の内容

3-4-1
障害福祉サービスの充実

○一人ひとりの状態や生活状況などに応じたきめ細かな障害福祉サービ
スの提供体制の充実を図ります。
○障がい児者への相談支援や必要な指導助言を行うとともに、関係機関
への協力など調整を行います。

3-4-2
障害に対する理解促進

○障害についての理解を促進するための啓発活動の充実を図ります。
○障がいのある人もない人もともに交流できる環境づくりを推進します。

3-4-3
障がい者の社会参加への支援

○障がい者の自立生活の援助や職業訓練などを行い、社会参加を支援し
ます。
○障がい者が地域で自立して活動できるよう支援します。

3-4-4
障がい児者への経済的支援

○障がい児者への医療費を補助し、経済面での負担軽減と生活の安定を
目指します。
○在宅の重度障がい児者に手当を支給し、生活面での安定を図ります。

3-4-5
地域ぐるみの支援体制の整備

○障がい者を支援する福祉活動の担い手の育成・確保に努めます。
○障がい者及びその家族を地域全体で支え、見守る体制づくりを推進し
ます。
○障がい者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、居住支
援のために必要な機能を整備し、提供します。

・ 「障害」の表記については、対象が「障がいのある人」や「障がい者」など人を示す時には「害」をひらがなで表記し、
それ以外の障害の状態や法律用語などを示す時は、漢字で表記しています。

関連 SDGs
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現状と課題
　本市の国民健康保険の被保険者数は減少傾向にあるものの、一人当たりの医療費は増加傾向にある
ことから、医療費節減につながる効果的な事業を推進し、効率的かつ持続可能な健康保険制度の確立
に努める必要があります。
　また、市民一人ひとりの健康寿命の延伸と医療費の節減に向けて、幅広い年齢層に対して健康に関
する知識の普及啓発を実施するとともに、健康づくりの担い手である各種団体の活動を推進してきま
した。今後は、より一層、市民一人ひとりの健康づくり活動を推進していく必要があります。
　さらに、だれもが安心して質の高い医療を受けることができるよう地域医療体制の維持も重要な課
題です。
　加えて、新型コロナウイルスに対しては、感染症のまん延により市民の命と健康が脅かされるとと
もに、医療現場がひっ迫することにより他の疾病の診療・治療などにも影響を及ぼすため、関係機関
と連携しながら、感染拡大防止に向けた取り組みを推進していく必要があります。

施策の方向性
　だれもが安心して質の高い医療を受けることができるよう、公立刈田綜合病院を核とする地域医療
体制の確保を図るとともに、国民健康保険事業の効率的な運営を推進します。
　また、生涯にわたって心身ともに健康的な生活を送ることができるよう、疾病の早期発見・早期治
療につなげる各種健診・検診の受診を促進するとともに、健康に関する知識の普及啓発や地域におけ
る主体的な健康づくり活動を推進します。

成果指標

指　標 現状値
（令和元年度）

中間値
（令和 7年度）

目標値
（令和 12年度）

特定健康診査受診率 36.8％ 45.0％ 50.0％

※メタボリックシンドロー
ム及び予備群該当率

36.8％ 30.0％ 26.1％

がん検診受診率

胃がん　　　17.0％
肺がん　　　32.8％
大腸がん　　30.9％
子宮頸がん　28.7％
乳がん　　　37.5％
前立腺がん　34.1％

40.0％ 50.0％

３- ５　地域医療体制の充実と健康づくりの推進
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主な取組

取　組 取組の内容

3-5-1
安心できる地域医療体制の確保

○休日における市民の一次医療、救急医療及び歯科の受診体制の確保に
努めます。
○白石市医師会などと連携して、公立刈田綜合病院を核とした地域医療
ネットワークを強化します。

3-5-2
国民健康保険事業の効率的運営

○国民健康保険資格の適正化に努めるとともに、国民健康保険税の納め
やすい環境を整備します。
○適正受診を促すなど、保険給付の適正化対策を実施します。

3-5-3
疾病の早期発見・予防

○がん検診の必要性を啓発するとともに、受けやすい実施体制を構築し
ます。
○生活習慣病の予防に重点を置き、疾病の早期発見や重症化を予防する
健康診査や保健指導を実施します。
○市民の健康に関する知識の普及啓発や健康に関する行動に向けた健康
教育、健康相談を実施します。
○新型ウイルスなどの感染拡大防止に向け、市民や事業所に対して正確
な情報提供と適切な行動を促すとともに、関係機関と連携し、早期発
見及びワクチン接種などの予防対策の強化に努めます。

3-5-4
主体的な健康づくり活動の推進

○健康づくりの担い手として、※保健事業推進員、※食生活改善推進員
などを育成します。

○こころの健康の担い手として※ゲートキーパーを育成します。

関連 SDGs

いきいき百歳体操
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現状と課題
　東日本大震災以降も全国各地で大規模な地震が発生しているほか、集中豪雨や台風による水害・土
砂災害が多発するなど、災害への関心が高まっています。市民の生命や財産を守るため、大規模化・
複雑化・多様化する災害に適切に対応することができるように、防災・危機管理体制の強化が必要です。

施策の方向性
　将来予想される宮城県沖地震や近年多発する風水害など、大規模災害の発生に備え、「白石市地域防
災計画」の定期的な見直しや災害時における応援協定の締結を進め、さらなる防災・減災対策の充実
を図ります。
　また、災害応急対策の円滑な実施や災害時においても、行政サービスを維持し、早期復旧を図るこ
とができるよう、※「事業継続計画（BCP）」や各種マニュアルの定期的な見直しなどを進めます。

成果指標

指　標 現状値
（令和元年度）

中間値
（令和 7年度）

目標値
（令和 12年度）

総合防災訓練参加者数 3,687 人 4,200 人 5,000 人

安全・安心を守る分野目標4

４- １　防災・減災対策の充実

地域の防災の要となる白石市消防団
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主な取組

取　組 取組の内容

4-1-1
災害時の迅速な意思決定・情報
伝達などの強化

○防災・危機管理体制の強化を図るため、「白石市地域防災計画」や災
害時における各種マニュアルの見直しを進めます。
○災害発生時の迅速かつ適切な対応のため、災害の種類や規模に応じた
体制を整えるとともに、しろいし安心メールや LINE などの通信手段
を活用し、市民への適切な情報伝達を行います。
○災害時の避難所における感染症拡大防止に向けて、衛生管理の徹底や
体調不良者の専用スペース、社会的距離（ソーシャルディスタンス）
の確保に努めます。

4-1-2
消防力強化の推進

○消防団が円滑に活動できる体制の強化を行うとともに、婦人防火クラ
ブの育成を図り、地域の消防力の強化を推進します。

4-1-3
社会基盤・住宅などの耐震化の
推進

○大規模自然災害に備えて、必要な事前防災及び減災などに資する施策
を実施するとともに、「白石市国土強靭化地域計画」に基づき強靭な
地域づくりを推進します。
○社会基盤となる上下水道、道路、橋梁及び公共施設の適切な維持管理
や長寿命化、耐震化を計画的に推進します。
○国や県と連携し、治山・治水対策などによる土砂災害対策を推進します。

4-1-4
防災力強化の推進

○スマートインターチェンジの周辺に防災機能の充実を図り、防災力強
化を推進するため、災害時における一時避難や災害復旧活動の機能を
兼ね備える施設の整備を検討します。

関連 SDGs

白石市消防団春季消防演習
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現状と課題
　本市の刑法犯発生件数は減少傾向にありますが、犯罪のないまちづくりを推進するため、関係団体
や警察と連携し、地域ぐるみで防犯活動を行うことが必要です。
　また、高齢者による危険運転などが社会問題となる中、高齢化のさらなる進展に伴い、高齢者に対
する交通安全対策が求められています。

施策の方向性
　市民の交通安全意識の向上を図るため、交通安全関係団体との連携により、交通安全運動の街頭キャ
ンペーン活動、重大な事故へと発展しやすい高齢者や子どもに対する交通安全教室など啓蒙活動を実
施します。
　また、防犯実動隊など、地域ぐるみで行う防犯活動を推進するとともに、防犯灯の定期的な更新や
適切な維持管理に努め、防犯環境の整備を進めていきます。

成果指標

指　標 現状値
（令和元年度）

中間値
（令和 7年度）

目標値
（令和 12年度）

交通安全教室の実施回数
（保育園、幼稚園、小学校、
中学校）

23回 28回 36回

高齢者向け研修会の開催
回数

1回 2回 3回

※防犯実働隊の隊員数 148人 165人 200人

４- ２　交通安全・防犯対策の充実
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主な取組

取　組 取組の内容

4-2-1
交通安全・防犯意識の向上

○市民の交通安全及び防犯意識の向上を図るため、関係団体や民間企業
などと連携し、重大な事故へと発展しやすい高齢者と子どもを中心に
啓蒙活動を実施します。
○交通安全運動の街頭キャンペーン活動や保育園、幼稚園、小中学校、
高齢者に対する交通安全教室など啓発事業を実施し、さらなる交通安
全意識の向上を図ります。

4-2-2
地域で見守る活動の推進

○関係団体や警察との連携を強化し、地域ぐるみで、子どもの登下校の
見守りや高齢者の※特殊詐欺被害をなくすための声掛けなど、防犯実
働隊などの活動の充実を図ります。

○犯罪発生情報や不審者情報など、防犯情報の適切な情報伝達を行い
ます。

4-2-3
防犯灯整備の推進

○市内に設置している防犯灯の更新や LED化を進め、防犯環境の整備
に努めます。

関連 SDGs

交通安全運動
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現状と課題
　大規模災害に備え、自らの命は自らが守る「自助」、自分たちのまちは自分たちで守る「共助」など、
市民一人ひとりが防災意識のさらなる向上を図り、市民、地域、企業、団体などが連携し、防災・減
災対策を適切かつ継続的に実施することができるよう地域防災力の強化が必要です。

施策の方向性
　防災意識の向上を図るため、※自主防災組織などが「自分たちのまちは自分たちで守る」ために実施
する事業に対し、継続的な支援を行い、地域防災力の強化を図ります。
　防災啓発活動や地域と連携した防災訓練などを通し、自助・共助・公助の基本的な考え方を共有し、
それぞれの役割を果たすことができるよう、市民、地域、行政などによる相互連携の取り組みを進め
ていきます。

成果指標

指　標 現状値
（令和元年度）

中間値
（令和 7年度）

目標値
（令和 12年度）

自主防災組織補助金交付
事業の利用団体数

60団体 65団体 70団体

４- ３　地域における防災力の強化

白石市総合防災訓練
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主な取組

取　組 取組の内容

4-3-1
防災意識の向上

○地域と連携した防災訓練などを通し、自助・共助・公助の理念に沿っ
た市民の防災意識の向上、※ハザードマップなどの配布や講習会など
の開催を通じ、平時から防災に関する知識の普及・啓発を推進します。

4-3-2
自主防災組織の育成支援

○地域の防災力の向上を図るため、自主防災組織に対し、防災対策事業
などの運営を支援します。

4-3-3
災害時協力体制の強化

○民間事業者などと新たに協定の締結を検討し、防災ネットワークの確
立を推進します。

4-3-4
避難行動支援体制の構築

○災害発生時に、しろいし安心メールや LINE などの通信手段を活用し、
市民への的確な災害情報などを伝達する体制を整備します。
○災害弱者といわれる高齢者や障がい者などの安否確認や適切な安全確
保の実施など避難行動支援体制の整備を地域とともに推進します。

関連 SDGs

白石市ハザードマップ
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現状と課題
　高齢化やグローバル化、高度情報通信化の進展など、消費者を取り巻く環境は大きく変化しています。
それに伴い、特殊詐欺やインターネットトラブルなど消費者が被害に巻き込まれる事例が増加し、相
談内容も複雑化・多様化しています。そのため、関係機関と連携し、消費者被害に関する注意や啓発
活動の機会の充実を図るとともに、社会情勢の変化に伴う新しい情報を常に収集し、被害やトラブル
の防止対策を講じていく必要があります。

施策の方向性
　複雑化・多様化する消費生活相談に対応するため、消費生活相談員の研修会などへの参加を推進し、
その専門的な知識や技能を習得することで、相談体制の強化を図ります。
　また、消費生活に関する意識啓発活動を推進することで、被害の未然防止に努めます。

成果指標

指　標 現状値
（令和元年度）

中間値
（令和 7年度）

目標値
（令和 12年度）

消費者被害防止の啓発活
動・出前講座の実施回数

25回 30回 36回

４- ４　消費者行政の推進
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主な取組

取　組 取組の内容

4-4-1　
消費生活に関する情報提供の充
実

○広報紙、ホームページなどによる消費者被害などの情報提供に努め
ます。
○ライフステージや学生、高齢者、障がい者などに合わせた正しい知識
の啓発、普及を促進します。
○啓発用チラシを作成し、市主催の行事など、様々な機会を通じて消費
生活に関する情報提供に努めます。

4-4-2　
消費生活相談の充実

○消費生活相談員の専門的な知識や技能の習得を図るため、研修会など
への参加を推進し、相談対応機能の向上に努めます。

4-4-3
関係機関との連携の強化

○複雑化・多様化する消費者相談に対応するため、関係機関と連携し、
消費生活相談の機能の充実に努めます。

関連 SDGs

消費者被害防止の出前講座
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現状と課題
　農林産物価格の低迷や資材の高騰などに伴う農林業所得の減少と農林業従事者の高齢化により、農
林業離れが進んでいます。所得の向上はもちろん、新たに農林業に取り組む方々の確保や農地の集積・
集約を進めていくことが必要です。
　また、食品の安全・安心、品質などに対する消費者の関心やニーズが高まっています。そのような
中で直売所は、消費者にとって生産者の顔が見え、新鮮で安全・安心な農産物を購入でき、生産者にとっ
ても流通コストの削減、少量多品目生産でも販売ができる場として重要性が増してきています。直売
所同士が連携し、販売の活性化を図るとともに、付加価値の高い産品の生産と安定的な供給体制を構
築していくことが求められています。

施策の方向性
　生業として魅力ある農林業の振興を図るため、生産基盤の整備や農林産物の高付加価値化、販路の
拡大を進め、安定的で収益性の高い経営を支援するとともに、新たに農林業に取り組む方々や※認定農
業者などの担い手の育成・確保に努めます。
　また、農地の保全と※森林環境譲与税を活用した森林の保全に努め、地球温暖化防止や水源の涵養な
ど森林が有する多面的機能の持続的発揮・促進を図ります。

成果指標

指　標 現状値
（令和元年度）

中間値
（令和 7年度）

目標値
（令和 12年度）

白石市鳥獣被害対策実施
隊隊員数 90人 95人 100人

農産物直売所連絡協議会
加盟店売上額

213,900 千円 250,000 千円 275,000 千円

みやぎの環境にやさしい
農産物認証・表示制度取
得者数

3人 6人 10人

※人・農地プランの実質化 30％ 60％ 80％

新規就農者数（人 /年） 1人 2人 3人

認定農業者数（累計） 74人 84人 86人

活力・賑わいを創る分野目標5

５- １　農林業の振興
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主な取組

取　組 取組の内容

5-1-1
生産基盤の整備

○※耕作放棄地を防止するため、人・農地プランの実質化を進め、農用
地の利用の効率化及び農地流動化のための農地中間管理事業の活用を
推進します。
○中山間地域等直接支払事業及び多面的機能支払交付金事業の取り組み
地域の拡大、発展を図ります。

5-1-2
農林産物の高付加価値化

○ササニシキ、※白石三白野菜など農林産物のブランド化を推進します。
○農林畜産物の 6次産業化を支援します。
○みやぎの環境にやさしい農産物認証・表示制度取得を推進します。
○優良雌牛を保留し、和牛の改良や増殖を支援します。
○品質向上や安全・安心な食品に対する生産者の意識向上を図り、農林
産物の生産向上を推進します。

5-1-3
担い手の育成・確保

○認定農業者を育成するとともに新たな担い手の確保を図ります。
○新たな経営形態で取り組む農業者を支援します。
○農業の負担軽減や生産の安定化などに向けた就農環境を整備します。

5-1-4
販路拡大への支援

○各直売所の魅力向上や販売拡大、直売所同士の連携を支援します。
○規格外農産物の有効利用や農商工連携による新たな商品開発を推進し
ます。
○農商工連携を核とした賑わい交流拠点「しろいし Sun	Park」の施設
間の連携強化を促進します。

5-1-5
農地・森林の保全と多面的機能
の活用

○森林整備による治山・治水対策を推進します。
○松くい虫被害木の伐倒・樹幹注入による被害木の拡大防止対策を推進
します。

○森林環境譲与税の活用による林業の活性化を図ります。
○有害鳥獣捕獲による農作物の被害防止を図ります。
○農道・林道・農業用水利施設（水路・ため池など）の適正な維持・整
備を推進します。

関連 SDGs

白石産ササニシキ
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現状と課題
　本市では、企業誘致方針として、※高度電子機械産業、自動車関連産業、食品関連産業などの製造業
をターゲットに首都圏などでトップセールスを行い、本市の企業立地環境の PRを行っています。市民
アンケートにおいても、働く場に対する市民の関心や期待が高いことから、さらなる企業誘致のため、
新たな工業団地の整備が必要です。
　豊かな地場産品や伝統産業を市内外に PRし、販路拡大や事業発展を図るとともに、後継者の育成・
技術の継承にも取り組んでいますが、人材や事業費の確保が大きな課題となっています。
　中心市街地では、人口減少、空き店舗の増加、郊外大型店の出店による衰退が進んでいます。これまで、
商店街の活性化や賑わいの創出を図るために商店会などを支援してきましたが、会員数の減少や高齢
化などの課題があるため、担い手の確保やモチベーションの維持・向上を図っていく必要があります。

施策の方向性
　製造業を中心とした企業誘致を推進するため、企業立地環境の充実や積極的な PRを推進します。併
せて、既存企業に対する事業活動支援の充実を図るとともに、中小企業などの安定的、持続的な経営
基盤の強化に向け、経営指導や人材育成、事業承継などのための支援の充実を図ります。
　また、関係団体と連携しながら、賑わいのある商店街づくりを推進するとともに、白石温麺や白石
和紙、弥治郎こけしなどの特産品、伝統産品の振興を図ります。

成果指標

指　標 現状値
（令和元年度）

中間値
（令和 7年度）

目標値
（令和 12年度）

目標年次までの新規立地
企業数（累計）

0件 5件 10件

製造業の製造品出荷額 16,602,453 万円 16,800,000 万円 19,000,000 万円

５- ２　商工業の振興

白石温麺
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主な取組

取　組 取組の内容

5-2-1
製造業を中心とした企業誘致活
動の推進

○高度電子機械産業、自動車関連産業、食品関連産業など製造業の企業
誘致を推進します。
○スマートインターチェンジの整備とともに新たな工業団地を整備し、
企業立地環境の充実や積極的な PRによる企業誘致を推進します。
○白石市企業立地促進条例に基づく企業立地優遇制度による投資を促進
します。
○関係機関と連携し、企業誘致のための環境整備を図ります。

5-2-2
既存企業の事業活動支援 ○既存企業への情報提供やサポート体制の強化充実を図ります。

5-2-3
賑わいのある商店街の再生

○商店街活性化対策助成金を活用した商店会などの活性化と賑わいの創
出を図ります。
○空き店舗などを活用した新規出店者の開業を支援します。

5-2-4
中小企業・小規模企業などの経
営支援

○中小企業振興資金融資制度による中小企業の経営安定化を図ります。
○商工会議所と連携し、中小企業へのサポート体制の強化充実を図り
ます。

5-2-5
特産品・伝統産品の振興

○白石温麺や白石和紙、弥治郎こけしなどの特産品、伝統産品の販路拡
大や商品開発を支援します。
○伝統産業の継承・発展に対する取り組みを支援します。

関連 SDGs

白石和紙あかり作品展

弥治郎こけし
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現状と課題
　東日本大震災の発生から低迷した宮城県への観光客数は、平成 30（2018）年度に過去最大を記録
しました。本市の観光客数も、震災前の水準に回復し、新たな観光施設のオープンもあり、令和元（2019）
年度に過去最大を記録しました。
　東北新幹線白石蔵王駅や高速道路のインターチェンジを有する交通の利便性を生かしつつ、本市に
訪れることを目的とした旅行者が増えるよう、観光コンテンツの磨き上げと積極的で効果的なプロモー
ションにより、着地型観光を推進していく必要があります。
　また、国の成長戦略の柱の一つとして外国人誘客が掲げられるなど、全国で外国人観光客が増加し
ています。本市においても外国人観光客が増加してきましたが、新型コロナウイルス感染症の世界的
大流行に伴う外出自粛や外国人の入国制限は、観光業にとって大きな打撃となっています。感染症予
防対策の徹底を図り、安全・安心な観光を PRするとともに、インバウンド向けの情報発信や観光案内、
地域・近隣市町との連携した観光コンテンツを造成していく必要があります。

施策の方向性
　観光関連団体や近隣市町と連携し、推進体制の構築を図りながら、本市の強みである美しい自然環
境や歴史的建造物などを活用した観光資源及び受入環境の整備を推進します。
　また、SNS をはじめ、様々な宣伝媒体を積極的に活用し、本市の魅力と観光コンテンツ情報を広く
国内外に向けて発信していきます。
　さらに、ウィズコロナ・アフターコロナを見据え、訪れる方も迎える側も安心できる、新しい旅の
かたちに合わせた受入環境を整備します。

成果指標

指　標 現状値
（令和元年度）

中間値
（令和 7年度）

目標値
（令和 12年度）

市内観光宿泊客数 135,916 人 147,000 人 165,300 人

外国人の宿泊客数 2,957 人 5,100 人 8,265 人

５- ３　観光の振興
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主な取組

取　組 取組の内容

5-3-1
観光資源の整備・活用

○白石城を中心とした歴史的建造物などを活用し、体験型コンテンツの
充実を図ります。
○スキー場や登山道、温泉など本市の特性を生かした観光資源の整備を
推進します。

5-3-2
効果的な情報発信の推進

○観光関連団体や近隣市町と連携を図り、効果的な情報発信を推進し
ます。

5-3-3
インバウンドの推進

○※インフルエンサーや多言語ホームページを活用し、外国人に向けて
積極的な情報発信を推進します。

○多言語案内看板の設置やキャッシュレス決済導入など受入環境を整備
します。

5-3-4
広域観光の推進

○近隣市町との連携強化を図り、本市と周辺地域を周遊する観光客の増
加を目指します。

○本市と周辺地域の自然を活かした山岳観光の推進を図ります。

5-3-5
観光推進体制の構築・強化

○観光関連団体や※DMO、観光事業者と連携し、特別企画の造成やイ
ベントを企画し、地域全体で誘客を図ることを目指します。

○総合パンフレットの掲載内容を充実させ、本市の魅力を発信するプロ
モーションツールとして、磨き上げを図ります。

○映画などのロケ地として選ばれるよう、受入体制の整備を図ります。

5-3-6
新たな賑わい拠点の整備

○スマートインターチェンジの周辺に交流人口の拡大や地域の活性化を
図るため、観光振興や産業振興、地域の拠点形成を図る道の駅などの
整備を検討します。

関連 SDGs

白石城
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現状と課題
　人口減少・少子高齢化が進行する中、労働力不足が顕在化し、地域経済の活性化には人材の確保が
課題となっています。特に若者の移住・定住促進には魅力ある働く場は大きな要素であり、その創出
を図っていく必要があります。
　近年の本市の有効求人倍率は 1.00 倍を超える状況で推移していますが、職種によっては求人と求
職のバランスが悪くなっています。
　また、地域の活性化や健全な発展のため、若者の地域定着が重要であるとともに、企業にとっても、
将来を担う若い人材の確保・育成がますます重要となっています。市民が将来にわたって安心して暮
らし続けるためには、関係機関や企業と連携し、魅力ある働く場を確保していく必要があります。
　さらに、創業を支援するため、「創業支援等事業計画」に基づき、※創業塾の開講や創業希望者の掘
り起こしに向けた相談対応などを行っていますが、さらなる掘り起こしのため、金融機関や商工会議
所などの関係機関と連携を図っていく必要があります。

施策の方向性
　関係機関・団体と連携し、市内企業・事業所の人材確保に向けた取り組みを推進します。
　また、就労環境の改善や多様な働き方ができる雇用環境の整備を促進するとともに、企業誘致や創
業支援の充実を図り、市内における魅力ある働く場を創出します。

成果指標

指　標 現状値
（令和元年度）

中間値
（令和 7年度）

目標値
（令和 12年度）

創業者数（人 /年） 1人 3人 3人

市内事業所従業員数
13,630 人
（平成 28年度）

13,300 人 14,000 人

５- ４　雇用・就労支援の充実
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主な取組

取　組 取組の内容

5-4-1
人材育成及び労働力の確保 ○労働者の技術向上、職業の安定、産業人材の育成に取り組みます。

5-4-2
雇用の創出

○企業誘致による雇用創出を図ります。
○既存企業の事業拡大計画をサポートし、雇用機会の拡大を図ります。

5-4-3
失業者対策の推進

○再就職促進奨励金制度により、雇用にかかわる地域セーフティネット
を充実させ、再就職を支援します。

5-4-4
就労環境の整備支援

○新しい生活様式や働き方改革を踏まえ、テレワークやローテーション
勤務の構築など、就労環境の整備に取り組む企業・事業所などを支援
します。

5-4-5
就労・創業支援

○ハローワークなどとの連携による就労支援体制の強化を図ります。
○創業希望者の掘り起こしから創業後まで総合的に支援する体制を整
え、創業を支援します。

関連 SDGs

高校生の合同企業説明会
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現状と課題
　全国的に人口減少が進む中、交流人口や関係人口による活力の創出が重要視されています。本市が
持つ地域資源を最大限活用し、人が訪れ賑わいのあるまちづくりを目指すとともに、歴史や産業によ
り生まれた地域間交流を継続してその意味を次世代につなげることが必要です。
　また、地域社会ニーズの多様化により、多様な生き方を実現できる、認め合うまちづくりが求めら
れていますが、世代間、異文化、異業種の交流やつながりを生む場が少なく、市内のお祭りやイベント、
地域での活動などにおいても参加率の低下が課題となっています。市民が地域行事を通じて協力し合
い、地域との交流・つながりができることで、地域を活性化することが重要です。そのためにも、地
域行事が市民同士のつながりや交流する場のひとつとなるような、参加しやすい仕組みづくりが必要
です。
　さらに、市内に在住する外国籍市民も増加しつつあり、日本人と同様に生活に必要な情報や地域の
情報が伝わるような取り組みも必要です。

施策の方向性
　観光や各種イベント、地域行事などへの参加・参画を通じて、様々な地域や世代の人たちとの交流
機会を充実させ、賑わいのあるまちづくりの推進により、関係人口の拡大を図ります。
　また、多様な価値観や文化を持つ人との交流・つながりの中で、お互いを尊重し、多様性を認め合い、
安心して暮らすことができる地域社会づくりを推進します。

成果指標

指　標 現状値
（令和元年度）

中間値
（令和 7年度）

目標値
（令和 12年度）

市民体育大会、地区体育
大会の参加者数

4,470 人
（平成 30年度）

4,520 人 4,560 人

鬼小十郎まつりにおける
外国人来場者数

150人 180人 300人

５- ５　交流活動の促進
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主な取組

取　組 取組の内容

5-5-1
イベント機会の充実

○市内を活性化させるためのイベントにより多くの人が継続して参画で
きる仕組みをつくります。

5-5-2
地域内交流の推進

○市内に数多く存在するグループの交流・つながりを促す仕組みづくり
による賑わいの創出を図ります。
○自治会などと連携して、地域行事に多くの市民が参加しやすい仕組み
をつくります。
○市役所内部における横の連携を強化します。

5-5-3
関係人口の創出

○本市の活性化につなげるための関係人口の創出・拡大方法を検討し
ます。

5-5-4
多文化・多世代の共生、多様性
を認め合う取り組み

○国際交流に加え、地域住民として生活している外国人が地域社会の一
員として安心して暮らすことができる多文化共生を推進します。
○地域での活動の共同実施などにより世代間の交流を推進します。
○国籍・性別・障害の有無など、多様性を認め合う地域づくりに向けた
研修会・交流会を開催します。

5-5-5
地域間交流の推進

○歴史や産業のつながりにより生まれた地域間交流を推進します。
○姉妹友好都市に関連した市の歴史を次世代に伝えることでシビックプ
ライドを醸成します。

関連 SDGs

白石市民体育大会
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現状と課題
　社人研の推計では、本市の人口は今後 20年間で約１万人が減少するというデータが示されており、
地域の活力低下が懸念されます。特に若者の移住・定住を促進することで、人口の増加及び地域の活
性化を図る必要があります。
　東日本大震災以降、東北沿岸部では、大学進学や就職を機に地元を離れた若者がUターンし、定住
しているケースが見受けられます。中には、復興のためNPO法人の立ち上げや起業・創業により、
地域を活性化しているケースも見られます。本市でも将来のUターンによる定住や次世代のまちづく
りの中核を担う人材の育成が求められており、シビックプライドをいかに醸成するかが課題となって
います。
　また、新型コロナウイルス感染拡大防止対策としてテレワークが推奨され、多くの企業において急
速に導入されるなど、地方にいても都市部と同様の働き方ができる就労環境の整備が進んできていま
す。ウィズコロナ・アフターコロナにおける新しい生活様式において、本市で暮らしながら働くこと
のできる魅力を発信し、移住・定住につなげていくことが重要です。
　さらに、関係人口を創出するため、首都圏在住者とイベントを行っていますが、さらに有効な PRを
行うためには、市全体が連携し取り組む必要があります。

施策の方向性
　移住・定住を促進するため、各種情報提供の充実や生活体験機会の提供、暮らす人々の生活やヒス
トリーの紹介を通じて暮らしの魅力を発信するとともに、シビックプライドの醸成を図る取り組みを
推進します。
　また、新型コロナウイルス感染症の拡大を契機に、都市部の企業を中心にテレワークが広がるとと
もに、国は、休暇先で仕事をするワーケーションを推進しており、都市部からの新たな人の流れをと
らえ、関係人口の拡大を図ります。

成果指標

指　標 現状値
（令和元年度）

中間値
（令和 7年度）

目標値
（令和 12年度）

移住相談件数 29件 40件 50件

移住体験住宅の利用件数 12件 20件 24件

５- ６　移住・定住の促進
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主な取組

取　組 取組の内容

5-6-1
定住化の推進

○定住者補助金、市民住宅取得補助金、新婚家庭家賃補助金などの住宅
支援事業を継続します。
○通勤補助制度などの創設を検討します。

5-6-2
移住・定住に関する情報提供と
情報発信の推進

○「白石市移住交流サポートセンター」を移住相談の総合窓口とし、移
住の検討段階から移住後までトータルで支援します。
○民間事業所と連携し、空き家・空き店舗、市有財産優良宅地、無償土
地提供など、定住支援に関する情報を提供します。
○移住関連イベントなどで首都圏在住者に本市の暮らしの魅力を発信し
ます。

5-6-3
生活体験プログラムの充実

○移住体験住宅活用などにより本市での生活疑似体験機会を提供しま
す。
○豊かな自然環境や交通アクセスの利便性を生かして、仙台圏など周辺
地域を含めた新しいワークスタイルやライフビジョンを提案します。

5-6-4
シビックプライドの醸成

○若者が積極的に地域にかかわる経験を通して、シビックプライドを醸
成し、将来の関係性を構築します。

関連 SDGs

移住交流サポートセンター「1
ト ー ク ワ ン
09-one」での移住相談
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現状と課題
　本市は、平地から高山帯まで広がる豊かな自然環境、豊富な動植物を有しており、多くの市民が山
岳や水辺、田園風景などの優れた自然景観を誇りに感じています。雄大な蔵王連峰や水芭蕉の森・ど
うだんの森、材木岩、碧玉渓など自然とふれあえる場に恵まれており、この豊かな資源である自然環境・
自然景観の維持・向上が必要です。
　また、農業後継者や林業の担い手の不足により、耕作放棄地や荒廃した山林が中山間地域を中心に
増加し、里地 ･里山の機能の低下が懸念されています。

施策の方向性
　森林の適切な管理や優良な農地の保全と育成を行うことで、蔵王連峰などの美しい山岳や田園風景
など自然景観の保全に努めます。里山や森林で行う開発行為には、自然景観などへ配慮するよう指導
するとともに、里山や自然が織りなす特徴的な景観を失うことがないよう保全策を講じます。
　また、自然とふれあえる場の整備、保全及び適切な管理とともに、希少動植物が生息・生育できる
環境の保全、創出に努め、生態系の保全に取り組みます。有害鳥獣による人や農作物への被害を防止
するための効果的な被害防止策を構築します。
　さらに、自然観察会などの体験学習を取り入れた環境学習や環境関連のイベントで、環境問題に関
する情報の発信や普及・啓発を行います。

成果指標

指　標 現状値
（令和元年度）

中間値
（令和 7年度）

目標値
（令和 12年度）

生態系調査の実施回数
（累計） 0回 1回 1回

環境関連イベントなどの
開催回数

0回 1回 1回

まちの未来を描く分野目標6

６- １　豊かな自然環境の維持
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主な取組

取　組 取組の内容

6-1-1
自然環境・自然景観の保全

○白石川や蔵王連峰などの自然風景・田園風景の美しい景観の保全に取
り組みます。
○無秩序な開発行為などにより、里山や自然が織りなす特徴的な景観が
失われないよう保全策を講じます。

6-1-2
自然共生社会の実現

○希少動植物が生息・生育できる環境の保全、創出に努めるとともに生
態系の保全に取り組みます。
○動植物の確認調査の実施を検討し、希少な動植物の把握に努めます。
○有害鳥獣による人や農作物への被害を防止するため、その生息分布、
個体数の把握に努め、効果的な被害防止策を構築します。

6-1-3
自然に親しむ場、機会の充実

○水芭蕉の森・どうだんの森など自然とふれあえる場の整備及び適切な
管理に努めます。
○材木岩や碧玉渓など自然とふれあえる場の保全に努めます。
○国定公園や県立自然公園などの優れた自然景観の魅力を市内外に発信
し、地域の豊かな自然への愛着と地域の活性化を図ります。

6-1-4
環境保全活動・環境美化活動の
推進

○市内一斉クリーン作戦や白石城お堀清掃など、市民との協働による清
掃・美化活動を推進します。

6-1-5
環境教育の推進

○環境関連のイベントの開催や自然観察会などの体験学習を取り入れた
環境学習の推進を図ります。

6-1-6
地球温暖化対策の推進

○再生可能エネルギーの有効利用と導入を検討するとともに、CO2の
吸収源となる森林などの緑の保全と創造に努めます。

関連 SDGs

蔵王連峰と街並み
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現状と課題
　本市は、美しい山岳を有し、水環境・大気環境がとても清らかで、多くの市民が空気のきれいさ、
自然のかおりを誇りに感じており、今後も水環境・大気環境の維持及び快適な生活環境の構築に向け
た取り組みが求められています。
　また､ 人口減少や高齢化などにより住宅を中心とした空き家が増加しています。放置されている空
き家は、防災、防犯、環境、景観の阻害など地域住民の生活環境に悪影響を及ぼすこともあり、空き
家対策の実施が求められています。
　さらに、公共施設や水道事業、下水道事業では、使用している設備の老朽化が進む中で、安定的に
事業を継続するための調査や診断のほか、設備などの更新が必要であり、将来にわたり持続可能な手
法の確立が課題となっています。

施策の方向性
　市民が安全で安心して暮らすことができるよう、居住環境の整備や良質な水の安定供給、水質の保全、
公害対策を行い、快適な生活環境の構築を目指します。
　空き家の所有者及び管理者に対する適正管理の支援と移住・定住の促進を図るため、空き家の活用・
流通を促進します。
　また、多くの市民が不満を感じているマナー・モラルを把握し、マナーのよいまちを目指すため、
実効性のある対策を検討・実行します。

成果指標

指　標 現状値
（令和元年度）

中間値
（令和 7年度）

目標値
（令和 12年度）

水道管路の更新率（累計） 3.26％ 5.00％ 10.00％

空き家などの利活用戸数
（累計）

0件 7件 15件

市内一斉クリーン作戦で
のごみ回収量

26.38 トン
(平成 30年度 )

現状値より削減 中間値より削減

６- ２　快適な生活環境の構築
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主な取組

取　組 取組の内容

6-2-1
良質な水の安定供給

○老朽管路の更新及び基幹管路の耐震化を行い、安定した水の供給に努
めます。
○送配水施設のダウンサイジングや統廃合を行い、施設の適正化を図り、
効率的な経営に努めます。

6-2-2
下水道事業による水質保全

○公共下水道、農業集落排水への接続率の向上、効果的な施設の管理運
営に努めるとともに、下水道区域外での※合併浄化槽の設置を促進し
ます。

6-2-3
公害対策・放射能対策

○事業活動や工事、開発行為は、公害の防止に努め、適切な対策を行う
よう指導します。

○空間放射線量のモニタリングを継続するとともに、除染廃棄物の埋設
箇所と仮置場の維持管理を行います。

6-2-4
マナー・モラルの改善と向上

○ポイ捨て禁止や不法投棄防止、ペットのフンの適正処理など環境保全
に関するマナーの啓発を強化します。

○管理不全な空き地や空き家の所有者に対し、適正な管理を指導します。
○家庭ごみの分別を徹底し、収集日、収集時間のルールの普及に努めま
す。

6-2-5
※循環型社会の推進

○ごみ分別の徹底及び適正な排出方法の啓発などにより、家庭ごみの排
出量の削減に努めます。

○事業活動で生じる廃棄物の抑制と再利用などを図ることで、廃棄物の
減量に努め、適正に処理するよう指導します。

6-2-6
空き家対策の推進

○空き家の現地調査などにより、市内の空き家の現状把握に努め、状況
に応じた対策を検討・実施します。

○空き家バンクのシステムを活用し、空き家などの活用・流通を促進し
ます。

関連 SDGs
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現状と課題
　本市は、東北新幹線、東北本線、東北自動車道、国道４号が南北に縦断しており、国道 113号が東
西に横断しています。高速交通網となる東北自動車道は、市北部に白石インターチェンジが設置され、
企業進出や沿線企業の活動により地域経済の発展に大きな役割を果たしてきました。本市の中心市街
地は白石インターチェンジと国見インターチェンジの間に位置しており、この位置にスマートインター
チェンジが整備されることで、新たな企業誘致の実現、中心市街地の活性化、観光振興などの効果が
期待されます。
　また、道路施設の老朽化による補修費用の増加、除草作業・側溝の維持管理作業などの行政依存度
の高まり、市民生活に密着した道路の改良・整備などが課題となっています。
　さらに、本市の公共交通機関は、東北新幹線、東北本線、民間路線バス、民間タクシーに加え、市
民バスと乗合タクシーがあります。公共交通の中核となる市民バスは、人口減少・少子高齢化の進展
に伴い、利用者数が減少傾向にあり、運行路線の縮小によるサービス水準の低下を招きかねない状況
にあります。
　加えて、既存の公共交通では対応できない山間地域などでの住民主体の移動・外出サービスの必要
性が高まっています。

施策の方向性
　道路、橋梁などの状況把握に努め、適切な維持管理及び長寿命化により、安心して通行できる道路
環境の整備を推進します。
　市民が利用しやすい市民バス、乗合タクシーの運行を継続するとともに、既存の公共交通では対応
できない地域や高齢化のさらなる進展に伴う市民生活の足の確保を図るため、住民主体の移動・外出
サービスの整備を検討します。

成果指標

指　標 現状値
（令和元年度）

中間値
（令和 7年度）

目標値
（令和 12年度）

しろいしサンキューロー
ドプログラム登録団体数

13団体 16団体 18団体

市民バス利用者数 98,556 人 99,000 人 101,000 人

住民主体の移動・外出サー
ビスの導入地区数

0地区 1地区 5地区

６- ３　道路・公共交通の整備
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主な取組

取　組 取組の内容

6-3-1
スマートインターチェンジの整
備・活用推進

○既存の高速交通網に加え、スマートインターチェンジの整備を推進し、
高速道路の利便性向上による物流の効率化、緊急車両のアクセス向上、
観光振興などを推進します。

6-3-2
道路施設の戦略的管理及び地域
協働維持の推進

○老朽化する道路施設の点検や早期の修繕に取り組み、維持管理費の低
減を図り、安全で安心して利用できる道路を次世代に継承します。
○市民と行政の協働による道路維持管理の推進を図ります。

6-3-3
安心して通行できる道路整備の
推進

○少子高齢化や激甚化する災害など、様々なリスクに対応する強靭で安
全・安心な道路整備を計画的に実施します。

6-3-4
利便性の高い公共交通網の確保

○市民バス・乗合タクシーの利用実績や市民ニーズを調査・分析し、市
民ニーズに合った運行に努めます。
○バスに親しみながらバスの乗り方や公共マナーを学ぶ教室を開催し、
市民バスや路線バスの利用促進を図ります。

6-3-5
住民主体の移動・外出サービス
の検討・整備

○既存の公共交通では対応できない山間地域などは、地域住民が主体的
に検討、運営、維持する新たな移動・外出サービスの整備を検討します。

関連 SDGs

白石市民バス（きゃっするくん）
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現状と課題
　本市は、西部に蔵王連峰を臨み、市内には 75カ所の公園や緑地が整備されるとともに、東北新幹線、
東北自動車道などの交通網に恵まれ、豊かな自然と交通の利便性が共存する魅力的な都市です。
　また、魅力ある都市空間の整備を図るため、景観法に基づく景観計画を策定し、本市の良好な景観
の創出、保全、活用を推進する必要があります。
　さらに、市民の憩いの場である公園や緑地は、環境保全やレクリエーションの場を提供しているほか、
防災、景観形成など多面的な機能を有しています。地域に有する地理的条件や歴史的背景を踏まえな
がら、地域の特性を生かした市民に親しまれる公園・緑地の維持管理が求められています。

施策の方向性
　都市計画道路の見直しにより、過度な公共投資の抑制と効率的な都市計画道路の整備を図ります。
　また、市民の憩いの場や防災機能を有している公園や緑地を安全・安心に長期間利用できるよう、
市民協働による公園管理や緑化活動に取り組みます。
　さらに、豊かな自然の保護、適正な土地利用の確保のため、適正な開発行為の指導を行います。

成果指標

指　標 現状値
（令和元年度）

中間値
（令和 7年度）

目標値
（令和 12年度）

都市計画道路の見直し進
捗率

83％ 100％ 100％

景観法に基づく景観計画
の策定進捗率

67％ 100％ 100％

都市公園施設の長寿命化
の推進率

78％ 80％ 100％

地域団体による街区公園・
緑地の維持管理率

77％ 80％ 100％

６- ４　魅力ある都市空間の整備
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主な取組

取　組 取組の内容

6-4-1
地域特性を生かした市街地整備

○都市計画決定から長期にわたって整備が行われていない都市計画道路
を対象に、その必要性や実現性などを見直し、都市計画道路の整備を
推進します。

6-4-2
美しい景観の形成

○仙南地域が有する蔵王連峰や白石川、阿武隈川などのすばらしい景観
を守り、つくり、育てていくため、宮城県など関係機関と連携して「仙
南地域広域景観計画」に基づき、美しい景観の形成に努めます。

6-4-3
市民協働による緑化の推進

○利用者が快適で安全・安心に利用できるような公園や緑地の施設機能
の確保を図ります。
○安全・安心で快適に、そして緑豊かな都市環境を形成するために、地
域の特性を生かした特色ある公園や緑地の整備を推進するとともに、
既存の公園の安全確保や長寿命化を図るため、市民との協働による公
園管理や緑化活動に取り組みます。

6-4-4
計画的な土地利用の推進

○白石市開発事業指導要綱に基づき、市内の無秩序な開発を防止し、環
境保全を図るために適正な開発行為の指導を行います。
○再生可能エネルギー発電施設は、設置場所及び周辺地域における災害
防止とともに、良好な自然環境・生活環境の保全に努めるよう、適正
な指導を行います。

関連 SDGs

白石城お掘清掃


